様式第５号(用紙　日本工業規格Ａ４縦型)

提案訓練概要書

	１ 訓練実施経費の見積金額
	　　　　　　円

（１人１月当たり・税抜き・託児サービス料は含みません）　

（※障害者訓練の場合は、集合訓練経費と職場実習経費を記入）

	２　訓練科名
	

	３　訓練期間
	　　　　年　　　月　　　日　～　　　　　年　　　月　　　日

か月間

	 訓練開始時期

（予定）

（※仕様以外を希望する場合)
	第１希望
	第２希望
	第３希望

	
	令和　年　月　日
	令和　年　月　日
	令和　年　月　日

	
	（検定等により訓練実施時期が限定される場合はその理由を記入してください。）

	
	（訓練の開始時期を調整できる場合）※１

　月　～　月で変更可　　いつでも可　　　その他（　　　　　　　　）

	４　定　　　員
	　　　　　　　　　人　　　　　　　　　（最少開講人員　　　　　　人）　　　

	５ 訓練科の

開講時間
	 　　　     ：　　　～　　　：　　　

１日当たり　　　時間（１単位時間　　　分）

	６ 受講者の条件
	

	７ レベルの別

※２
	　　　初級　　　　　　　中級　　　　（どちらかに○）

	８ 教材費等（円）
（受講者１人

当たり負担）
	□テキスト　　　□その他（　　　　　　　　　　　）
           　　　　　　　　　　　　　　　　　         円（税抜）


	９　目標とする

資格等

※３
	

	10　資格等合格率
	全国
	％（　　　）
	訓練機関
	％（　　　）

	11　資格等の

試験・検定
	名　　称
	

	
	主　　催
	

	
	実施予定日
	

	
	会　　場
	（施設名）

	
	
	（所在地）

	
	受験・検定料
	　　円

	12　資格等を取得するために必要とする知識（科目）等
	学　　科
	

	
	実　　技
	

	
	職場実習

(ﾃﾞｭｱﾙ訓練のみ)
	


※１　訓練の開始時期を調整できる場合

　　企画採用後、技術専門校との調整により開始時期を第１～３希望以外に調整できる場合は、該当箇所に○をつけてください。

※２　レベルの別

義務教育修了の学力を有する者を対象として、職種を問わず就業経験のある者を前提とする。

初級 ： 訓練時間内の他に１日１時間未満の自己学習で関連資格や訓練内容の習得が可能なもの。

中級 ： 関連資格を取得するためには、訓練関連の分野で職業経験を必要とするもの。あるいは、訓練内容の習得のためには、訓練時間の他に相当な自己学習が必要なもの。

※３　「９　目標とする資格等」が複数ある場合は、項目９～12を別紙にし、資格等ごとに記載。
